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１．認定放送持株会社制度関係 

（１）検討条項 

○放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） （抄） 

 

附則（平成十九年法律第百三十六号） 

第十二条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新放送法の施行状況、

社会経済情勢の変化等を勘案し、新放送法第二十条第一項第五号に規定する協会国際衛

星放送、新放送法第百四十七条第一項に規定する有料放送、新放送法第百五十二条第一

項に規定する有料放送管理業務、新放送法第九十八条第二項に規定する認定基幹放送事

業者の地位の承継及び新放送法第百六十条に規定する認定放送持株会社に係る制度につ

いて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

２ （略） 
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（２）認定放送持株会社制度関係 

○放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） （抄） 

（定義等） 

第百五十八条 この章において「子会社」とは、会社がその総株主等の議決権（総株主又

は総出資者の議決権（株式会社にあつては、株主総会において決議をすることができる

事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社

法第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての

議決権を含む。以下この条及び第百六十四条第一項において同じ。）をいう。以下この

条において同じ。）の百分の五十を超える議決権を保有する他の会社をいう。この場合

において、会社及びその一若しくは二以上の子会社又は当該会社の一若しくは二以上の

子会社がその総株主等の議決権の百分の五十を超える議決権を保有する他の会社は、当

該会社の子会社とみなす。 

２ 前項の場合において、会社が保有する議決権には、社債等振替法第百四十七条第一項

又は第百四十八条第一項の規定により発行者に対抗することができない株式に係る議決

権を含むものとする。 

 

（認定） 

第百五十九条 二以上の基幹放送事業者（当該二以上の基幹放送事業者に一以上の地上基

幹放送の業務を行う者が含まれる場合に限る。以下この条、次条第一号並びに第百六十

六条第二項第一号及び第二号において同じ。）をその子会社とし、若しくはしようとす

る会社又は二以上の基幹放送事業者をその子会社とする会社を設立しようとする者は、

総務大臣の認定を受けることができる。 

２ 総務大臣は、前項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときで

なければ、同項の認定をしてはならない。 

一 当該認定の申請をした会社又は当該認定を受けて設立される会社（以下この条にお

いて「申請対象会社」という。）が株式会社であること。 

二 申請対象会社が、基幹放送事業者でないこと。 

三 申請対象会社の子会社（子会社となる会社を含む。以下この条において同じ。）で

ある基幹放送事業者（これに準ずるものとして総務省令で定めるものを含む。）の株

式の取得価額（最終の貸借対照表において別に付した価額があるときは、その価額）

の合計額の当該申請対象会社の総資産の額（総務省令で定める方法による資産の合計

金額をいう。）に対する割合が、常時、百分の五十を超えることが確実であると見込

まれること。 

四 申請対象会社及びその子会社の収支の見込みが良好であること。 

五 申請対象会社が、次のイからヌまでのいずれにも該当しないこと。 

イ （１）若しくは（２）に掲げる者が業務を執行する役員である株式会社又は（１）

から（３）までに掲げる者がその議決権の五分の一以上を占める株式会社 

（１） 日本の国籍を有しない人 
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（２） 外国政府又はその代表者 

（３） 外国の法人又は団体 

ロ （１）に掲げる者により直接に占められる議決権の割合とこれらの者により（２）

に掲げる者を通じて間接に占められる議決権の割合として総務省令で定める割合と

を合計した割合がその議決権の五分の一以上を占める株式会社（イに該当する場合

を除く。） 

（１） イ（１）から（３）までに掲げる者 

（２） （１）に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める

割合以上である法人又は団体 

ハ この法律又は電波法に規定する罪を犯し罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、

又はその執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない株式会社 

ニ 第百三条第一項又は第百四条（第五号を除く。）の規定により認定の取消しを受

け、その取消しの日から二年を経過しない者 

ホ 第百三十一条の規定により登録の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過

しない者 

ヘ 第百六十六条第一項（第二号を除く。）又は第二項の規定により認定の取消しを

受け、その取消しの日から二年を経過しない者 

ト 電波法第七十五条第一項又は第七十六条第四項（第四号を除く。）若しくは第五

項（第五号を除く。）の規定により免許の取消しを受け、その取消しの日から二年

を経過しない者 

チ 電波法第二十七条の十五第一項又は第二項（第三号を除く。）の規定により認定

の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者 

リ 電波法第七十六条第六項（第三号を除く。）の規定により登録の取消しを受け、

その取消しの日から二年を経過しない者 

ヌ 役員のうちに次のいずれかに該当する者のある株式会社 

（１） ハに規定する法律に規定する罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を

終わり、又はその執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 

（２） ニからリまでのいずれかに該当する者 

３ 第一項の認定を申請する者は、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した申請書を総務大臣に提出しなければならない。 

一 認定を申請する者（認定を申請する者が申請対象会社である場合を除く。）の氏名

又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 申請対象会社の名称及び住所並びに代表者の氏名 

三 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者の名称及び住所並びに代表者の氏名 

四 その他総務省令で定める事項 

４ 前項の申請書には、事業計画書その他総務省令で定める書類を添付しなければならな

い。 

 

（届出） 

第百六十条 前条第一項の認定を受けた会社又は認定を受けて設立された会社（以下「認
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定放送持株会社」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、総務省令で定

めるところにより、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならない。 

一 二以上の基幹放送事業者を子会社として保有することとなつたとき（当該認定を受

けた際現に二以上の基幹放送事業者を子会社として保有する場合を除く。）。 

二 前条第三項第二号から第四号までに掲げる事項に変更があつたとき。 

 

（外国人等の取得した株式の取扱い） 

第百六十一条 金融商品取引所に上場されている株式又はこれに準ずるものとして総務省

令で定める株式を発行している認定放送持株会社は、その株式を取得した外国人等（第

百五十九条第二項第五号イ（１）から（３）までに掲げる者又は同号ロ（２）に掲げる

者をいう。）からその氏名及び住所を株主名簿に記載し、又は記録することの請求を受

けた場合において、その請求に応ずることにより同号イ又はロに定める株式会社に該当

することとなるときは、その氏名及び住所を株主名簿に記載し、又は記録することを拒

むことができる。 

２ 第百十六条第二項、第三項及び第五項の規定は、認定放送持株会社について準用する。

この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第百六十一条第一項」と、「外

国人等」とあるのは「第百六十一条第一項に規定する外国人等」と、「場合に欠格事由」

とあるのは「場合に第百五十九条第二項第五号イ又はロに定める株式会社」と、「とき

は、同項」とあるのは「ときは、社債等振替法第百五十二条第一項」と、「（欠格事由」

とあるのは「（同号イ又はロに定める株式会社」と、同条第三項中「前二項」とあるの

は「第百六十一条第一項及び同条第二項において準用する第百十六条第二項」と、「第

九十三条第一項第六号ホ（１）」とあるのは「第百五十九条第二項第五号ロ（１）」と、

「同号ホ（２）」とあるのは「同号ロ（２）」と、「株式会社である地上基幹放送を行

う認定基幹放送事業者」とあるのは「認定放送持株会社」と、「同号ホに定める事由」

とあるのは「同号ロに定める株式会社」と、「同号ホ（１）及び（２）」とあるのは「同

号ロ（１）及び（２）」と、同条第五項中「第一項」とあるのは「第百六十一条第一項」

と、「外国人等」とあるのは「同項に規定する外国人等」と読み替えるものとする。 

 

（基幹放送の業務の認定等の特例） 

第百六十二条 総務大臣が認定放送持株会社の子会社について第九十三条第一項の規定に

よる認定の審査を行う場合における同項第四号の規定の適用については、同号ただし書

中「当該業務に係る」とあるのは「認定放送持株会社の子会社であることの特性を勘案

しつつ、当該業務に係る」と、同号ハ中「ロに掲げる者」とあるのは「ロに掲げる者（申

請をした者がその子会社である場合における認定放送持株会社であつて総務省令で定め

るものを除く。）」とする。 

２ 総務大臣が認定放送持株会社の子会社について第百四条の規定による認定の取消しを

する場合における同条第三号の規定の適用については、同号中「第九十三条第一項第四

号」とあるのは、「第百六十二条第一項の規定により読み替えて適用する第九十三条第

一項第四号」とする。 

３ 総務大臣が認定放送持株会社の子会社について電波法第七条第二項の規定による審査
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を行う場合における同項第四号ロの規定の適用については、同号ロ中「放送法第九十三

条第一項第四号」とあるのは、「放送法第百六十二条第一項の規定により読み替えて適

用する同法第九十三条第一項第四号」とする。 

４ 総務大臣が認定放送持株会社の子会社について電波法第七十六条第四項の規定による

免許の取消しをする場合における同項第五号の規定の適用については、同号中「第七条

第二項第四号ロ」とあるのは、「放送法第百六十二条第一項の規定により読み替えて適

用する同法第九十三条第一項第四号」とする。 

 

（子会社の責務） 

第百六十三条 子会社地上基幹放送事業者（認定放送持株会社の子会社である地上基幹放

送の業務を行う基幹放送事業者をいう。）は、国内基幹放送の放送番組の編集に当たつ

ては、その放送対象地域における多様な放送番組に対する需要を満たすため、当該放送

対象地域向けに自らが制作する放送番組を有するように努めるものとする。 

 

（議決権の保有制限） 

第百六十四条 認定放送持株会社の株主名簿に記載され、又は記録されている一の者が有

する株式（その者と株式の所有関係その他の総務省令で定める特別の関係にある者であ

つて株主名簿に記載され、又は記録されているものが有する当該認定放送持株会社の株

式を含む。以下この項において「特定株式」という。）のすべてについて議決権を有す

ることとした場合にその者の有することとなる議決権の当該認定放送持株会社の総株主

の議決権に占める割合が保有基準割合を超えることとなるときは、特定株主（特定株式

のうち、その議決権の当該認定放送持株会社の総株主の議決権に占める割合が保有基準

割合を超えることとならないように総務省令で定めるところにより議決権を有すること

となる株式以外の株式を有する株主をいう。）は、当該株式についての議決権を有しな

い。 

２ 前項の保有基準割合は、第九十一条第二項各号に掲げる事項を勘案して十分の一以上

三分の一未満の範囲内で総務省令で定める割合をいう。 

 

（承継） 

第百六十五条 認定放送持株会社がその事業の全部を譲渡し、又は認定放送持株会社が合

併若しくは会社分割（その事業の全部を承継させるものに限る。）をしたときは、当該

事業の全部を譲り受けた株式会社又は合併後存続する株式会社若しくは合併により設立

された株式会社若しくは会社分割により当該事業の全部を承継した株式会社は、総務大

臣の認可を受けて認定放送持株会社の地位を承継することができる。 

２ 第百五十九条第二項の規定は、前項の認可について準用する。 

 

（認定の取消し） 

第百六十六条 総務大臣は、認定放送持株会社が次の各号のいずれかに該当するときは、

その認定を取り消さなければならない。 

一 第百五十九条第二項第五号イからヌまで（ヘを除く。）のいずれかに該当するに至
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つたとき。 

二 認定放送持株会社から認定の取消しの申請があつたとき。 

２ 総務大臣は、認定放送持株会社が次の各号のいずれかに該当するときは、その認定を

取り消すことができる。 

一 認定を受けた日から六箇月以内に二以上の基幹放送事業者を子会社として保有する

株式会社とならなかつたとき。 

二 二以上の基幹放送事業者を子会社として保有する会社でなくなつたとき。 

三 不正な手段により認定を受けたとき。 

四 第百五十九条第二項各号（第五号を除く。）のいずれかに適合しなくなつたとき。 

 

 

 

  

7 
 



２．ＮＨＫ関係 

○放送法（昭和二十五年法律第百三十二号） （抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うも

のとする。 

一～四 （略） 

五 「国際放送」とは、外国において受信されることを目的とする放送であつて、中継

国際放送及び協会国際衛星放送以外のものをいう。 

六 「邦人向け国際放送」とは、国際放送のうち、邦人向けの放送番組の放送をするも

のをいう。 

七 「外国人向け国際放送」とは、国際放送のうち、外国人向けの放送番組の放送をす

るものをいう。 

八 「中継国際放送」とは、外国放送事業者（外国において放送事業を行う者をいう。

以下同じ。）により外国において受信されることを目的として国内の放送局を用いて

行われる放送をいう。 

九 「協会国際衛星放送」とは、日本放送協会（以下「協会」という。）により外国に

おいて受信されることを目的として基幹放送局（基幹放送をする無線局をいう。以下

同じ。）又は外国の放送局を用いて行われる放送（人工衛星の放送局を用いて行われ

るものに限る。）をいう。 

十 「邦人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、邦人向けの放送番

組の放送をするものをいう。 

十一 「外国人向け協会国際衛星放送」とは、協会国際衛星放送のうち、外国人向けの

放送番組の放送をするものをいう。 

十二～二十九 （略） 

 

（目的） 

第十五条 協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊

かで、かつ、良い放送番組による国内基幹放送（国内放送である基幹放送をいう。以下

同じ。）を行うとともに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて

国際放送及び協会国際衛星放送を行うことを目的とする。 

 

（業務） 

第二十条 協会は、第十五条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一 次に掲げる放送による国内基幹放送（特定地上基幹放送局を用いて行われるものに

限る。）を行うこと。 

イ 中波放送 

ロ 超短波放送 
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ハ テレビジョン放送 

二 テレビジョン放送による国内基幹放送（電波法 の規定により協会以外の者が受けた

免許に係る基幹放送局を用いて行われる衛星基幹放送に限る。）を行うこと。 

三 放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究を行うこと。 

四 邦人向け国際放送及び外国人向け国際放送を行うこと。 

五 邦人向け協会国際衛星放送及び外国人向け協会国際衛星放送を行うこと。 

２ 協会は、前項の業務のほか、第十五条の目的を達成するため、次の業務を行うことが

できる。 

一 前項第四号の国際放送の放送番組の外国における送信を外国放送事業者に係る放送

局を用いて行う場合に必要と認めるときにおいて、当該外国放送事業者との間の協定

に基づき基幹放送局をその者に係る中継国際放送の業務の用に供すること。 

二 協会が放送した放送番組及びその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。

次号において「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供す

ること（放送に該当するものを除く。）。 

三 既放送番組等を、放送番組を電気通信回線を通じて一般の利用に供する事業を行う

者に提供すること。 

四 放送番組及びその編集上必要な資料を外国放送事業者に提供すること（前号に掲げ

るものを除く。）。 

五 前項の業務に附帯する業務を行うこと（前各号に掲げるものを除く。）。 

六 多重放送を行おうとする者に放送設備を賃貸すること。 

七 委託により、放送及びその受信の進歩発達に寄与する調査研究、放送設備の設計そ

の他の技術援助並びに放送に従事する者の養成を行うこと。 

八 前各号に掲げるもののほか、放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務を行う

こと。 

３ 協会は、前二項の業務のほか、当該業務の円滑な遂行に支障のない範囲内において、

次の業務を行うことができる。 

一 協会の保有する施設又は設備（協会がその所有する土地についてした信託の終了に

より取得したものを含む。）を一般の利用に供し、又は賃貸すること。 

二 委託により、放送番組等を制作する業務その他の協会が前二項の業務を行うために

保有する設備又は技術を活用して行う業務であつて、協会が行うことが適切であると

認められるものを行うこと。 

４ 協会は、前三項の業務を行うに当たつては、営利を目的としてはならない。 

５ 協会は、中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョン放送がそれぞれあまね

く全国において受信できるように措置をしなければならない。 

６ 協会は、第一項第三号の業務を行うについて、放送に関係を有する者その他学識経験

を有する者から意見の申出があつた場合において、その内容が放送及びその受信の進歩

発達に寄与するものであり、かつ、同項及び第二項の業務の遂行に支障を生じないもの

であるときは、これを尊重するものとし、同号の業務による成果は、できる限り一般の

利用に供しなければならない。 

７ 協会は、外国人向け協会国際衛星放送を行うに当たつては、その全部又は一部をテレ
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ビジョン放送によるものとしなければならない。 

８ 第二項第一号の協定は、中継国際放送に係る放送区域、放送時間その他総務省令で定

める放送設備に関する事項を内容とするものとし、協会は、当該協定を締結し、又は変

更しようとするときは、総務大臣の認可を受けなければならない。 

９ 協会は、第二項第二号の業務を行うときは、総務大臣の認可を受けて定める基準に従

わなければならない。 

10 協会は、第二項第八号又は第三項の業務を行おうとするときは、総務大臣の認可を受

けなければならない。 

11 協会は、基幹放送の受信用機器又はその部品を認定し、基幹放送の受信用機器の修理

業者を指定し、その他いかなる名目であつても、無線用機器の製造業者、販売業者及び

修理業者の行う業務を規律し、又はこれに干渉するような行為をしてはならない。 

 

（協会国際衛星放送の実施） 

第二十五条 協会は、外国の放送局を用いて協会国際衛星放送を開始したときは、遅滞な

く、放送区域、放送事項その他総務省令で定める事項を総務大臣に届け出なければなら

ない。これらの事項を変更したときも、同様とする。 

 

（経営委員会の権限等） 

第二十九条 経営委員会は、次に掲げる職務を行う。 

一 次に掲げる事項の議決 

イ 協会の経営に関する基本方針 

ロ 監査委員会の職務の執行のため必要なものとして総務省令で定める事項 

ハ 協会の業務の適正を確保するために必要なものとして次に掲げる体制の整備 

⑴ 会長、副会長及び理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制 

⑵ 会長、副会長及び理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

⑶ 損失の危険の管理に関する体制 

⑷ 会長、副会長及び理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制 

⑸ 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

⑹ 協会及びその子会社から成る集団における業務の適正を確保するための体制 

⑺ 経営委員会の事務局に関する体制 

ニ 収支予算、事業計画及び資金計画 

ホ 第七十二条第一項の業務報告書及び第七十四条第一項に規定する財務諸表 

ヘ 放送局の設置計画並びに放送局の開設、休止及び廃止（経営委員会が軽微と認め

たものを除く。） 

ト テレビジョン放送による国内基幹放送（電波法 の規定により協会以外の者が受け

た免許に係る基幹放送局を用いて行われる衛星基幹放送に限る。）及び協会国際衛

星放送の開始、休止及び廃止 

チ 番組基準及び放送番組の編集に関する基本計画 
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リ 定款の変更 

ヌ 第六十四条の受信契約の条項及び受信料の免除の基準 

ル 放送債券の発行及び借入金の借入れ 

ヲ 土地の信託 

ワ 第二十条第九項に規定する基準 

カ 第二十一条第二項及び第二十三条第一項に規定する基準 

ヨ 第二十六条第一項に規定する基準及び方法 

タ 第六十一条に規定する給与等の支給の基準及び第六十二条に規定する服務に関

する準則 

レ 役員の報酬、退職金及び交際費（いかなる名目によるかを問わずこれに類するも

のを含む。） 

ソ 収支予算に基づき議決を必要とする事項 

ツ 重要な不動産の取得及び処分に関する基本事項 

ネ 外国放送事業者及びその団体との協力に関する基本事項 

ナ 第二十条第八項の総務大臣の認可を受けて行う協定の締結及び変更 

ラ 第二十条第十項の総務大臣の認可を受けて行う業務 

ム 第二十二条の総務大臣の認可を受けて行う出資 

ウ 第八十五条第一項の総務大臣の認可を受けて行う放送設備の譲渡等 

ヰ 情報公開及び個人情報保護に係る審議を行うため協会が設置する組織の委員の

委嘱 

ノ イからヰまでに掲げるもののほか、これらに類するものとして経営委員会が認め

た事項 

二 役員の職務の執行の監督 

２・３ （略） 

 

（支出の制限等） 

第七十三条 協会の収入は、第二十条第一項から第三項までの業務の遂行以外の目的に支

出してはならない。 

２ 協会は、第二十条第二項第二号及び第三項の業務に係る経理については、総務省令で

定めるところにより、その他の経理と区分し、それぞれ特別の勘定を設けて整理しなけ

ればならない。 

 

（放送番組の編集等） 

第八十一条 （略） 

２・３ （略） 

４ 協会は、邦人向け国際放送若しくは邦人向け協会国際衛星放送の放送番組の編集及び

放送又は外国放送事業者に提供する邦人向けの放送番組の編集に当たつては、海外同胞

向けの適切な報道番組及び娯楽番組を有するようにしなければならない。 

５ 協会は、外国人向け国際放送若しくは外国人向け協会国際衛星放送の放送番組の編集

及び放送又は外国放送事業者に提供する外国人向けの放送番組の編集に当たつては、我
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が国の文化、産業その他の事情を紹介して我が国に対する正しい認識を培い、及び普及

すること等によつて国際親善の増進及び外国との経済交流の発展に資するようにしなけ

ればならない。 

６ 第五条第一項、第六条、第八条から第十一条まで、第十三条、第百十条、第百七十四

条及び第百七十五条の規定は、協会が外国の放送局を用いて国際放送又は協会国際衛星

放送を行う場合について準用する。 

 

（放送の休止及び廃止） 

第八十六条 協会は、総務大臣の認可を受けなければ、その基幹放送局若しくはその放送

の業務を廃止し、又はその放送を十二時間以上（協会国際衛星放送にあつては、二十四

時間以上）休止することができない。ただし、不可抗力による場合は、この限りでない。 

２ 協会は、その放送を休止したときは、前項の認可を受けた場合又は第百十三条の規定

により報告をすべき場合を除き、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならな

い。 

３ 総務大臣が第九十三条第一項の認定を受けた協会の放送の業務について第一項の廃止

の認可をした場合については、第百五条中「第百条の規定による業務の廃止の届出を受

けた」とあるのは「第八十六条第一項の廃止の認可をした」と、「当該届出」とあるの

は「当該認可」と読み替えて、同条の規定を適用する。 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第百七十七条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなけれ

ばならない。 

一 （略） 

二 第十八条第二項（定款変更の認可）、第二十条第八項（第六十五条第五項において

準用する場合を含む。）（中継国際放送の協定の認可）、第二十条第九項（提供基準

の認可）、同条第十項（任意的業務の認可）、第二十二条（独立行政法人宇宙航空研

究開発機構等への出資の認可）、第六十四条第二項及び第三項（受信料免除の基準及

び受信契約条項の認可）、第六十五条第一項（国際放送等の実施の要請）、第六十六

条第一項（放送に関する研究の実施命令）、第七十一条第一項（収支予算等の認可）、

第八十五条第一項（放送設備の譲渡等の認可）、第八十六条第一項（放送の廃止又は

休止の認可）、第八十九条第一項（放送の廃止又は休止の認可）、第九十三条第一項

（基幹放送の業務の認定）、第九十六条第一項（地上基幹放送の業務の場合に限る。）

（認定の更新）、第九十七条第一項本文（基幹放送の放送事項又は基幹放送の業務に

用いられる電気通信設備の変更の許可）、第百二十条（放送局設備供給役務の提供条

件の変更命令）、第百四十一条（受信障害区域における再放送の業務の方法に関する

改善の命令）、第百五十六条第一項、第二項若しくは第四項（有料基幹放送契約約款

の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料放送管理事業者の業務の方法の改善の命

令）、第百五十九条第一項（認定放送持株会社に関する認定）又は第百六十七条第一

項（センターの指定）の規定による処分 

三～五 （略） 
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２ 前項各号（第四号を除く。）の事項のうち、電波監理審議会が軽微なものと認めるも

のについては、総務大臣は、電波監理審議会に諮問しないで措置をすることができる。 

 

第百八十五条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、その違反行為をした協会

又は学園の役員を百万円以下の罰金に処する。 

一 第二十条第一項から第三項まで及び第六十五条第四項の業務以外の業務を行つたと

き。 

二  第十八条第二項、第二十条第八項（第六十五条第五項において準用する場合を含

む。）、第二十条第九項若しくは第十項、第二十二条、第六十四条第二項若しくは第

三項、第七十一条第一項、第八十五条第一項、第八十六条第一項又は第八十九条第一

項の規定により認可を受けるべき場合に認可を受けなかつたとき。 

三 第三十八条、第六十条第一項、第七十条第一項、第七十二条第一項、第七十三条第

一項又は第七十四条第一項の規定に違反したとき。 

 

 

 

○放送法施行令（昭和二十五年政令第百六十三号） （抄） 

 

（資料の提出） 

第七条 法第百七十五条（法第八十一条第六項 において準用する場合を含む。）の規定に

より総務大臣が資料の提出を求めることができる事項は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める事項とする。 

一 協会 次に掲げる事項 

イ～ハ （略） 

ニ 法第二十条第一項第三号、第二項及び第三項の業務の実施状況（放送番組の内容

に関する事項を除く。） 

ホ 国際放送及び協会国際衛星放送の実施状況の概要 

ヘ～チ （略） 

二～六 （略） 

 

 

 

○放送法施行規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十号） （抄） 

 

（協会国際衛星放送の開始の届出） 

第十六条 法第二十五条 の総務省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 協会国際衛星放送の種類 

二 協会国際衛星放送の業務に用いられる外国の放送局を運用する者の氏名又は名称 
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三 協会国際衛星放送の業務に用いられる人工衛星の放送局に係る人工衛星の軌道又は

位置 

四 協会国際衛星放送に係る周波数 

五 業務開始の期日 

２ 法第二十五条 の規定による届出をしようとする場合は、別表第一号の様式の届出書に

より行うものとする。 

３ 法第二十五条 の規定による届出は、協会国際衛星放送の種類ごと、協会国際衛星放送

に係る人工衛星の軌道又は位置ごと、かつ、周波数の一ごと（一の周波数を使用して二

以上の放送番組を放送をする場合にあつては、放送をする放送番組の一ごと）に行わな

ければならない。 

 

（区分経理の方法） 

第三十二条 協会は、法第二十条第二項第二号 の業務（専ら受信料を財源として行うもの

を除く。以下「番組アーカイブ業務」という。）及び 同条第三項 の業務に係る経理につ

いて、その他の経理と区分し、それぞれ特別の勘定を設けて整理しなければならない。 

２ 協会は、番組アーカイブ業務、法第二十条第三項 の業務及びこれらの業務以外の業務

のうち二以上の業務に関連する費用については、適正な基準によりそれぞれの業務に配

賦して整理しなければならない。 

 

（放送の廃止及び休止の認可申請等） 

第五十八条 法第八十六条第一項及び第八十九条第一項の認可を受けようとするときは、

申請書に次に掲げる事項を記載した書類を添えて、所轄総合通信局長（沖縄総合通信事

務所長を含む。以下同じ。）を経て（協会国際衛星放送の業務又は衛星基幹放送の業務

の場合にあつては、直接）総務大臣に提出するものとする。 

一 廃止又は休止しようとする基幹放送局又は協会若しくは 放送大学学園法（平成十四

年法律第百五十六号）第三条 に規定する放送大学学園（以下「学園」という。）の放

送の業務 

二 廃止又は休止しようとする理由 

三 廃止若しくは休止しようとする時期又は休止しようとする期間 

２ 協会及び学園は、廃止又は休止の認可を受けたときは、遅滞なくその旨を放送によつ

て告知するものとする。 

 

（放送休止届出の記載事項等） 

第五十九条 法第八十六条第二項 及び 第八十九条第二項 の休止の届出をしようとすると

きは、届出書に次に掲げる事項を記載した書類を添えて、所轄総合通信局長を経て（協

会国際衛星放送の業務又は衛星基幹放送の業務の場合にあつては、直接）総務大臣に提

出するものとする。 

一 休止した基幹放送局又は協会若しくは学園の放送の業務 

二 休止した理由 

三 休止した月日時刻及び時間 
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000002500000000000000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000002000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000002000000002000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000002000000000002000000002000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000002000000000003000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000001000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008600000000001000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000001000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008900000000001000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%88%ea%8c%dc%98%5a&REF_NAME=%95%fa%91%97%91%e5%8a%77%8a%77%89%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%6c%96%40%88%ea%8c%dc%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000300000000000000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000000300000000000000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000


２ 協会及び学園は、法第八十六条第二項 及び 第八十九条第二項 の休止の場合において

は、なるべくその旨を放送によつて告知するものとする。 
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%94%aa%8f%5c%98%5a%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008600000000002000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000%231000000000000000000000000000000000000000000000008900000000002000000000000000000

